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個 人 研 究
委員長には．他の全院委員会と同様，歳入委員会委員
長（Chairman　of　Ways　and　Means）があたる。歳出
全院委員会（歳入委員会委員長も同じであるが）は総
理大臣の動議にもとついて任命され，就任と同時に党
籍を離脱することになっている。この委員長は政府お
よび与党から選ばれるので，政府が変れば辞職しなけ
ればならない。また，委員会の審議期間は，毎年8月
5日以前の26日と決められている。したがって，25日
までに各「項」をすべて本会議に報告できるようにし
なければならない。かりに，予算の審議がこの期間ま
でに終らない場合があっても，必ず，途中で討論を中
止しなければならない。また，暫定予算については審
議期間を8日間に制限し，しかも，3月3】日以前まで
に必ず議決をしなければならなくなっている。少なく
とも全院委員会が設けられた最初の頃は，ジョージ・
ギャロウェー氏がいうように「庶民がその苦清を救済
してもらうまで，歳出の承諾を拒否するという歴史的
根拠をもって始まり，自由な討論と審議を確立させる
のが目的であった」。ところが，歳出全院委員会は629
名の委員からなるので，時間的には制限があり，審議
をすることは不充分なものとなっていったのである。
　こうしたことから，全院委員会は詳細な審査を特定
の助言老に期待する意味で少人数からなる特別歳出委
員会を設け全院委員会とほとんど違わない権能を与え
ていったのである。
　（B）歳入全院委員会（Committee　of　Ways　and
　　　Means）
　歳入全院委員会が歳出予算の審議に参与することに
対して意外な感じを与えるが，これは歳入予算の審議
と歳出予算の審議とが未分化であった頃の名残りであ
る。こんにちでは，この歳入全院委員会は歳出全院委
員会で「各項」別議決により確定した支出金額の総額
について，これを国庫から支出することに対する承認
を与える機関である。したがって，歳入委員会の活動
をみても，ただ単に，歳出委員会の議決に対する承認
にすぎなく，ほとんど誤りの訂正くらいで終るので，
それほど存在意義のないものにおもえる。がしかし，
イギリスではこの委員会の手続を得ることは重要だと
されている。なぜなら，歳入の金額は歳出される金額
が確定してのちに，国民から徴収すべき金額を確認す
るといったイギリスの伝統がこの歳入委員会のなかに
存在しているからである。そして，この委員会での審
議が終ると本委員会の同意を得て歳出法案となって次
の全院委員会へと移されていくのである。
　（c）全院委員会（Committee　of　the　Whole　House）
　いままでのべてきた歳出全院委員会および歳入全院
委員会の審議は歳出予算法案が生れる以前に行なわれ
る委員会であった。これに対して，本委員会は前2者
の委員会で審議されたのち，公共法案の一種である歳
出予算法案と暫定予算支出法案として第2読会を通過
したときに設置される委員会である。この点，他の公
共法案は常任委員会で審議されるのが原則であるのに
対し，歳出予算法案（Appropriation　Bill）および暫定
予算支出法案（Consolidated　Fund　Bill）は必ずこの
全院委員会に付託されなければならないのである。し
かしながら，この委員会における審議は全く形式的な
ものであって，ほとんど討論なしでこの段階を通過す
るのが普通である。それゆえ，最近では，P一ド・キ
ャンピオソ氏がいうように，議会の仕事が増加してく
るにつれ，ますます，本委員会の一般的性格が失なわ
れてきているのである。
　（D）予算特別委員会（Select　Committee　of　Esti－
　　　mate）
　予算特別委員会は全院委員会のために利用される予
算報告書の作成を目的として】912年に初めて設置され
たのである。大蔵大臣はこの委員会を設置するための
動議を提出するにあたり，三つの原理をかかげたので
ある。すなわち，第1は政府がその責任を奪われない
こと，第2は下院がその権限を奪われないというこ
と，第3は委員会がその政策に対して責任を負う必要
がないということである。この特別委員会は19］2年，
】913年，】9］4年に設置され活動したが，ジェニング氏
がいうように「希望したようにこそならなかったが狭
い範囲内でよく活躍した」のである。しかし，このよ
うな活動もng　1次大戦が勃発すると，全院委員会のも
とでの特別委員会では見積予算の充分な審議を行なう
ことができなくなった。それゆえに．戦費のみについ
て審査する国家歳出経費に関する特別委員会　（Select
Committee　on　National　Expenditure）が1917年から
20年までの各会期に設置された。この委員会は戦時中
ということで，内閣の責任において予算を執行しやす
くしようとして設置されたことからわかるように，平
常時の予算制定形式を相当省略していた。それゆえ，
この委員会設置に対してきびしい批判もでたが，戦時
中のことでもあるし，また弱まってきた予算に対する
議会麦配のなかで唯一の機関でもあったという使命を
も荷なって大いに活躍した。しかし，第1次大戦が終
るや，この委員会は第2次大戦が勃発するまで設置さ
れなかった。
　ところが，第2次大戦が勃発すると，再び19］7年に
行なわれたのと同じ委員会である国家歳出経費委員会
（ASelect　Committee　oll　National　Expenditure）が
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設置された。もちろん，この委員会も第i次大戦中の
それと同じく相当の働きをした。しかし，委員会に対
する評価は人によってかなり異なっている。たとえ
ば，ジョン・ウォドロ・ミレン（Sir　John　Wardlaw
Milen）委員長および書記官は委員会が“金銭に関す
る評価をなしうるということは価値ある機能の行使で
ある”といい，他方，クリフトン・ブラウソ（Clifton
Brown）氏は大規模なスタッフを要求し，また“政策
に干渉することは危険である”と反対した。ともか
く，当時こうした委員会も政府の権限を監督する機関
としての役割を果したことは事実でもあるので，一応
評価すべきものがあったといえよう。しかし，この特
別委員会も第2次大戦が終るまで生きながらえなかっ
た。そして】946年に再び歳出予算特別委員会が古い言
葉を用いて設置されたQこの時の特別委員会は第i次
大戦の委員会とはあまり大きな相違がないが若干の改
正がみられた。すなわちそれは，①特別委員会の委員
を増員し，また委員長は委員によって互選されること
であった。また権限としては，⑦事務次官，政府委員
の出頭および証人の喚問，証拠書類の提出を委員会に
求め，さらには③分科会を設置し，本特別委員会に付
託された権限をこの分科会に付託することがみとめら
れたのである。
　（2）上院
　19］T年の国会法の成立によって，上院は歳出予算法
（Appropriation　Act），ま1たは暫定予算法（Consolida－
ted　Fund　Act）の法案審議の先議権を有しないから，
上院には下院の歳出予算委員会および歳入全院委員会
に該当する委員会は存在しない。そればかりでなく，
上院は下院から送付された諸法案を審議する際にも，
議決費の支出を定める法案については，全院委員会
（Committee　of　Whole　House）段階の審議を省略する
ことがしばしばある。ともかく，こうして上院で可決
されて，王の裁可を経ると歳出予算法，暫定予算法が
成立する。そしてまた，上院でその法案を1ヵ月以上
もとどめておくことができず，その期間をすぎると国
会の法律となる。大体，歳出予算法が成立するのは夏
季休暇前である。
　　　　　　　　　　　（4）
　こうしてみてくると，イギリスにおける予算制定過
程は・形式的な側面だけをとり出してみるとわが国の
それと一見類似しているように思える。ところが，予
算そのものを分析して個々的に検討していくと，両国
家の予算概念や予算制度に多数の相違点がでてくるこ
とに気づくのである。すなわち，その第1として，わ
が国では予算そのものの概念が多義的であるのに対
し，イギリスでは予算概念（この概念をEstimateと
する）が多義的でないということであり，第2として
イギリスにおけるEstimateはわが国におけるよう
に，歳入見積予算と歳出見積予算の総合ではなく，法
案となる以前の歳出見積予算のみをさすということで
あり，しかも，それは内閣によって下院に提出されな
がらも，その時は法案として扱わず，議会審議の過程
で始めてAppropriation　Bill，　Consolidated　Fund　Bill
に組み入れられる内容のものであるということであ
る。したがって，この点，わが国の憲法のように，内
閣が提出するのも「予算」であり（憲法60条1項），国会
に提出されて可決されるのも「予算」（憲法60条2項），で
あるとするのとでは全く異なるのである。なお，この
研究成果の詳細は「イギリスにおける内閣のEstimate
の提出からAppropriation　Act（Consolidated　Fund
Act）およびFinance　Actの制定まで」として法律論
叢第39巻4，5，6号に掲載したので参照されたい。
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